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23 県 277 藩の行政区域があったが（図 2），明治 4(1871)年の廃藩置県により 3 府 72
県になる。同年には、日清両属であった琉球王国を廃止させ、琉球藩に、次いで沖縄県


















が 恒 常 的 に 進 ん で き て い る 。 市 町 村 数 は 、 江 戸 時 代 か ら つ づ く 自 然 村 と し て 明 治
21(1946)年に 71,314 あったものが、市制町村制施行後の明治 22(1947)年には町村合




和 31(1956)年の新市町村建設促進法により人口 8 千人を目途とした「昭和の大合併」が




余あった市町村が、平成 20(2008)年 1 月には 1,795 市町村（市 783、町 817、村 195）
へと半減している。 





























都道府県を人口から見ると、明治 13(1880)年には日本の総人口が 35,925 千人であっ
たが、当時人口が百万人を超える大きな府県は、石川県の 1,834 千人を筆頭に、新潟、
愛媛、兵庫、愛知、鹿児島、広島、長崎、千葉、島根、岡山の 14 県だけであった。最も
人口の少ない開拓使（北海道）の 163 千人と石川県との格差は、11 倍である。平成
18(2006)年には、日本の総人口は 127,768 千人となり、総人口は 3.6 倍になったが、
都道府県における人口の偏りが大きくなり、人口百万人を切っている小さな都道府県が、
山梨県、佐賀、福井、徳島、高知、島根、鳥取（604 千人）と 7 県もある状況になってい
る。人口規模として、政令指定都市や中核市よりも小さな区域が、47 都道府県のうちの





















































































































































































































































































































う xx i 。地方分権改革は、地方政治の正統性を高めるものであるべきということは理論的
にいわれることである。議会あるいは首長と、住民との関係が問題である。シャープ




























































・民営化、PPP ・議員の役割の変更  














 昭和 54(1979)年にイギリスの首相に就任したサッチャーは、NPM による行政の経営改

























表 3 制度環境と地方政府改革 





地位 強い憲法的地位 弱い憲法的地位 強い憲法的地位 強い憲法的地位
強い国のコントロール 日常の政策形成には 弱い国のコントロール 強い国のコントロール
弱いコントロール
自治権 低い地方自治権限 中程度の地方自治権限 高い地方自治権限 中程度の権限







（注）Hesse/Sharpe 1991 を参考とした。 
表 4 地方政府の規模、自由裁量度 
ノルウェー 60 デンマーク 73
ハンガリー 53 スイス 70
スウェーデン 38 スウェーデン 69
日本 34 ノルウェー 58
デンマーク 31 スペイン 47
フィンランド 30 フィンランド 45
ドイツ 29 フランス 38
スイス 28 ドイツ 35
イギリス 27 オーストリア 34
フランス 27 日本 34
オランダ 23 イタリア 29
ポーランド 22 ポーランド 29
チェコ 21 チェコ 28
オーストリア 20 ギリシア 24
イタリア 13 オランダ 18
スペイン 12 イギリス 17




（注）a:自治体の支出／一般政府支出 ％、b:地方税･使用料等／総地方収入 ％。 


















































































































図 2 道州制移行イメージ 
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